

















いわ て お 試し 居住 体験 事業 に よる 県 営 住宅 等 の 一 時 使用 に 関す る 要領 





第 1 章 総則 
(趣旨 ) 
第 1 この 要領 は 、 地 方 自治 法 (昭和 22 年 法律 第 67 号 ) 第 238 条 の 4 第 7 項 、 公 有 財 産 規則 ( 昭 
和 39 年 岩手 県 規則 第 40 号 ) 第 22 条 及 び 行 政 財 産 の 使用 の 許可 に 関す る 規則 (昭和 39 年 岩手 県 
規則 第 42 号 。 以 下 「 行 政 財 産 使用 許可 規則 」 と いう 。) の 規定 に 基づき 、 い わ て お 試し 居住 体 
験 事業 に よる 県 営 住 宅 及び 駐車 場 (以下 「 県 営 住宅 等 」 と いう 。) の 一 時 使用 の 許可 等 に 関し て 
必要 な 事項 を 定め る も の と する 。 
(定義 
第 2 この 要領 に お いて 、 次 の 各 号 に 掲げ る 用 語 の 意義 は 、 当 該 各 号 に 定め る と ころ に よる 。 
(1) 県 営 住宅 県 営 住宅 等 条例 (平成 9 年 岩手 県 条例 第 47 号 。 以 下 「 条 例 」 と いう 。) 第 2 条 
第 1 号 に 規定 する も の を いう 。 
(2) 共同 施設 公営 住宅 法 (昭和 26 年 法律 第 193 号 ) 第 2 条 第 9 与 に 規定 する 共同 施設 を い 
ブ 。 
(3) 附帯 施設 条例 第 3 条 の 12 に 規定 する 附帯 施設 を いう 。 
(4) いわ て お 試し 居住 体験 事業 県 営 住 宅 ス トッ ク の 有効 活用 、 本 県 へ の 移住 定住 の 促進 を 図る 
た め 、 県 外 か ら 本 県 に 移住 定住 を 希望 する 者 に 対し て 、 家 電 等 を 整備 し た 県 営 住宅 の 一 時 使 
用 の 許可 等 を 行う 事業 を いう 。 
(対象 住宅 、 使 用 料 ) 
第 3 一 時 使用 の 対象 と な る 県 営 住宅 及び 一 時 使用 に か か る 使用 料 は 別に 定め る 。 
















































































































































































































































































































































































































































































第 2 章 県 営 住 宅 の 一 時 使用 

(一 時 使用 で きる 者 の 資格 ) 
第 4 県 営 住宅 の 一 時 使用 を する こと が で きる 者 は 、 次 の いずれ か の 要件 に 該当 する 者 と する 。 

1) 県 外 か ら 本 県 に 移住 定住 を 希望 し て いる 者 で ある こと 。 

(2) 県 が 管理 する SNS 等 に お いて 、 県 内 で の 生活 の 様子 や 魅力 を 外部 に 発信 する こと 。 

(3) 県 が 実施 する アン ケー ト に 協力 する こと 。 

(4) 暴力 団員 で な いこ と 。 (同居 者 を 含む ) 

(5) 申請 日 時 点 で 18 歳 以 上 59 歳 以 下 で ある こと 。 

(6) 高 等 学校 等 (高等 学校 、 中 等 教育 学校 、 高 等 専門 学校 (1 て 3 年 ) 、 専 修学 校 高等 課 
程 及 び 特 別 支援 学校 等 ) に 在籍 し て いな いこ と 。 

(7) 原則 、 3 か 月 以上 の 使用 を 希望 し て いる こと 。 

(一 時 使用 許可 の 申請 
第 5 県 営 住 宅 の 一 時 使用 の 許可 を 得 よ うと する 者 (以下 「 入 居 申 請 者 」 と いう 。) は 、 行 政 財 産 
使用 許可 規則 第 3 条 に 定め る 行政 財産 使用 許可 申請 書 に 、 次 に 掲げ る 書類 を 添付 し 、 一 時 使用 の 
許可 を 得 よ うと する 県 営 住宅 を 所 管 す る 広域 振興 局長 (以下 「 局 長 」 と いう 。) に 提出 する も の 
と する 。 

(1) 睦 約 書 (様式 第 1 号 ) 

(2) 入居 者 名 簿 (様式 第 2 号 ) 

(3) 住民 票 の 写し の 原本 (使用 者 及び 同居 者 全員 分 ) 

(4) 緊急 連絡 人 届 (様式 第 3 号 ) 
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中 





(5) 緊急 連絡 人 確認 資料 (住民 票 の 写し (コピ ー 可 ) 、 免 許 証 、 健 康 保険 証 又 は パス ポー ト 等 の 


写し ) 











(6) 個人 情報 の 第 三 者 へ の 提供 に 係る 同意 
(7) 上 記 に 掲げ る も の の ほか 、 知 事 が 必要 
(使用 者 等 の 人 数 の 制 B 
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(様式 第 4 号 ) 


世 米 
大 と 











(Y 理 
ul 
No 
oy 
山 






































6 使用 者 及び 同居 者 (以下 「 使 用 者 等 」 と いう 。) の 人 数 は 、 岩 手 県 住宅 マス ター プラ ン ( 岩 









































手 県 住 生 活 基本 計画 ) 

















(一 時 使用 の 許可 ) 























( 令 和 4 年 3 月 策定 ) 別紙 4 に 定め る 最低 居住 面積 水準 を 満た す も の と す 





























第 7 局長 は 、 第 5 の 規定 に より 申請 書 を 受け 付け た 場合 は 、 第 4 に 定め る 県 営 住宅 の 一 時 使用 の 


2 


許可 する 。 
県 営 住宅 を 一 時 合 



































「 県 営 住宅 等 








時 使用 






































資格 及び 第 6 に 定め る 入居 者 数 に つい て 審査 し 、 適 当 と 認め た 者 に 対 し て 県 営 住宅 の 一 時 使用 を 






































許可 する 条件 は 、 行 政 財 産 使用 許可 規則 第 4 条 に 掲げ る 事項 の ほか 別紙 
許可 条件 」 に 掲げ る 事項 と する 。 








第 8 局長 は 、 第 7 に より 審査 し た 結果 、 使 用 を 許可 し た 者 (以下 「 使 用 者 」 と いう 。) に 対し 


て 、 行 政 財 産 使 
時 使用 許可 条件 を 交付 3 
2 局長 は 、 第 7 





























用 許可 規則 第 4 条 第 1 条 に 定め る 行政 財産 使用 許可 指令 書 及 び 別 紙 県 営 住宅 等 一 
する も の と する 。 
こよ り 審 査 し た 結果 、 使 用 を 許可 し な い 者 に 対し て 、 行 政 財 産 使用 許可 規則 第 5 















































条 に 定め る 行政 財産 使 
(一 時 使用 の 期 





間 ) 











H 不 許可 指令 書 を 交付 する も の と する 。 


第 9 県 営 住宅 の 一 時 使用 の 期間 は 、1 年 以内 と する 。 


住所 、 


(緊急 連絡 人 の 変更 等) 
第 10 使用 者 は 、 緊 急 計 









































3 号 ) に 必要 書 静 



































(様式 第 5 号 ) 
(同居 者 の 異 















































(同居 の 承認 























且 ) 
第 11 使用 者 は 、 





絡 人 を 変更 し よう と する と き は 、 あ ら か じ め 、 緊 急 連絡 人 変更 届 (様式 第 
を 添え て 所 管 す る 局長 に 提出 し な けれ ば な ら な い 。 ま た 
電話 又は 電子 メー ル ア ド レス に 変更 が あっ た と き は 、 速 や か に 緊急 連絡 人 連絡 先 等 変更 届 











こ 必 要 書 大 










































































、 緊 急 連絡 人 の 氏名 、 












































を 添え て 所 管 す る 局長 に 提出 し な けれ ば な ら な い 。 














出生 、 死 亡 、 転 出 等 に より 同居 者 に 異動 が あっ た と き は 、 速 や か に 、 県 営 住宅 同 


























居 者 異動 届 (様式 第 6 号 ) に 異動 の 内 容 を 証明 する 書類 を 添え て 、 所 管 す る 局長 に 提出 し な けれ 
ば な ら な い 。 









































第 12 使用 者 は 、 第 5 の 入居 者 名 筐 に 記載 し た 同居 人 以外 の 者 を 同居 させ よう と する と き は 、 県 党 
(様式 7 号 ) に 必要 な 書類 を 添え て 、 所 管 す る 局長 に 提出 し 、 そ の 承認 を 得 


2 


第 13 県 営 住宅 等 の 使 
た だ し 、 第 19 に よ 
の 使用 の 語 
使用 料 は 、 月 


2 


3 

















住宅 同居 承認 
な けれ ば な ら な い 。 





請書 


西 埋 
























































局長 は 、 前 項 の 規定 に よる 申請 に 対し 承認 を 与え た と き は 、 県 営 住宅 同居 承認 書 (様式 第 8 





(使用 料 の 徴収 ) 








号 ) に より 申請 者 に 通知 する 。 








用 料 は 、 行 政 財 産 許可 指令 書 に より 使用 を 許可 し た 期間 に つい て 徴収 する 。 


























県 営 住宅 等 を 返 選 する 場合 に は 返 居 日 まで の 期間 、 第 20 に より 県 営 住宅 等 










































































の 末 


日 ( 











F 可 を 取り 消す 場合 に は 取消 期日 まで の 期間 に つい て 後 収 する 。 



































| の 途中 を 返還 日 と し 、 又 は 月 の 途中 を 取消 期日 と し た と き は 、 そ の 
日 ) まで に その 月 分 を 納付 し な けれ ば な ら な い 。 
県 営 住 宅 等 の 使用 期間 が 1 月 に 満た な いと き は 、 そ の 月 の 使用 料 は 日 割 計算 と する 。 












































4 納期 限 ま で に 使用 料 が 納付 され な い 場 合 の 延滞 金 の 徴収 等 は 、 地 方 自治 法 に 基づく 延滞 金 の 徴 
こ 関 する 条例 (平成 22 年 条例 第 17 号 ) に よる も の と する 。 




































































は 、 使 用 者 の 負担 と する 。 


電気 、 ガ ス 、 水 道 及 び 下 水道 の 使用 料 





汚物 及び じん か い の 処 理 に 要する 費用 















































給水 栓 、 点 減 器 等 の 取 准 え そ の 他 附 帯 施設 の 構造 上 重要 で な い 部 分 の 修繕 に 要する 費用 



































共同 施設 の 通常 の 維持 に 要する 費用 





収 等 

(使用 者 の 費用 負担 義務 ) 
第 14 次 に 掲げ る 費 

(1) 上 

(2) 

(3) 

(4) 

(使用 者 の 保管 義務 ) 
第 15 
































使用 者 等 は 、 県 営 住宅 又は 共同 施設 の 使用 に つい て 必要 な 注意 を 払い 、 正 常 な 状態 に お いて 
維持 し な けれ ば な ら な い 。 









































2 使用 者 等 は 、 自 己 の 責め に 帰す べき 事由 に よっ て 県 営 住 宅 又 は 共同 施設 を 滅失 し 、 又 は 明 


( き ) 


第 16 


(様式 第 9 号 ) ( 
(使用 上 の 制限 ) 


第 17 
い 。 


2 使用 者 等 は 、 県 営 人 




































































使用 者 等 は 、 県 




















員 し た と き は 、 
(不在 の 届出 ) 
使用 者 は 、 県 営 住宅 を 引き 続き 30 日 以上 使用 し な いと き は 、 あ ら か じ め 県 営 住宅 不在 届 
こよ り 所 管 す る 局長 に 届け 出 な けれ ば な ら な い 。 





























これ を 原状 に 復 し 、 又 は その 損害 を 賠償 し な けれ ば な ら な い 。 








































































































営 住宅 の 模様 替え その 他 県 営 住宅 施設 に 工作 を 加え る 行為 を し て は な ら な 




















(迷惑 行為 の 禁止 ) 


第 18 





























E 宅 を 他 の 者 に 貸し 、 又 は 使用 の 権利 を 他 の 者 に 譲渡 し て は な ら な い 。 


















































使用 者 等 は 、 騒 音 、 振 動 、 悪 臭 等 に より 、 他 の 入居 者 及び 使用 者 に 迷惑 を か け 、 又 は 生活 環 

















境 を 乱す 行為 を し て は な ら な い 。 




















第 19 


(県 営 住宅 の 返 本 ) 
局長 は 、 使 用 者 が 、 県 営 住宅 を 返還 し よう と する と き は 、 返 還 し よう と する 日 の 20 日 前 ま 






























































で に 行政 財産 使用 許可 規則 第 8 条 に 定め る 行政 財産 返還 申請 書 を 提出 させ な けれ ば な ら な い 。 


2 前 項 に よ 


























り 住 宅 の 返還 を 行 お うと する 者 は 、 建 築 住宅 課 職 員 、 住 宅 監 理 員 又は 局長 の 指定 する 












































職員 に よる 指定 管理 





(使用 の 許可 の 取消 等 ) 
局長 は 、 使 用 の 許可 を し た 県 営 住宅 等 を 公用 若しくは 公共 用 に 供する た め 必 要 が ある と き 、 


第 20 








の 検査 を 受け な けれ ば な ら な い 。 


























ny 












































使用 者 に 行政 財産 使用 許可 規則 第 4 条 第 2 項 第 2 与 か ら 第 9 与 ま で に 違反 する 行為 が ある と 認め 
る と き 及 び 使 用 者 が 次 の 各 号 に 該当 する と き は 、 行 政 財 産 の 使用 の 許可 を 取り 消し 、 又 は 変更 す 
る こと が で きる 。 
































不正 の 行為 に よ 


























正当 な 事由 に よ 





























更 用 者 等 が 暴力 

















県 営 住宅 又は 共 
第 12、 第 15 か ら 第 18 まで の 規定 に 違反 し た と き 。 









































っ て 使用 許可 を 受け た と き 。 


更 用 料 を 2 月 分 以上 滞納 し た と き 。 



































ら な いで 30 日 以上 県 営 住 宅 を 使用 し な いと き 。 
司 施設 を 故意 に 盛 ( き ) 損し た と き 。 

















団員 で ある と き 。 


第 3 章 駐車 場 の 一 時 使用 
(駐車 場 の 一 時 使用 ) 








第 21 局長 は 、 県 営 住宅 の 3 





者 の うち 駐車 場 の 一 時 使用 の 許可 
許可 申請 











圧 同 施設 で ある 駐車 場 に つい て 、 使 有 
上 許可 規則 第 4 条 に 定め る 行政 財産 使用 





































































































を 受け よう と する 者 が いる 場合 は 、 行 政 財 産 使 月 

書 及 び 駐 車 車両 承認 申請 書 (様式 第 10 与 ) に 必要 な 書類 を 添え て 提出 させ な けれ ば な ら な い 。 

2 前 項 の 申請 は 、 入 居 申 請 者 が 県 営 住 宅 の 一 時 使用 の 申請 と 同時 に する こと を 妨げ な い 。 

第 22 局長 は 、 第 21 に より 申請 を 受け た 場合 は 、 条 例 第 40 条 か ら 第 44 条 (第 43 条 第 5 号 を 除 
く ) まで 並び に 第 47 条 及 び 第 49 条 の 規定 を 準用 し て 許可 する 。 

2 局長 は 、 前 条 の 規定 に よる 駐車 車両 承認 申請 に 対し 承認 を 与え た と き は 、 和 駐車 車両 承認 書 ( 様 


式 第 11 号 ) に より 申 記 





第 23 使用 


2 局長 は 、 


) に よ 


(準用 ) 

















第 24 その 他 駐 車場 の 一 時 使用 に つい て は 、 第 7 第 2 項 か ら 第 12 
19 第 1 項 及 び 第 20 の 規定 に つい て 準用 する 。 こ の 場合 に お いて 、 こ れ ら の 規定 中 「 県 営 住宅 」 


与 ) に 必要 な 書類 を 添え て 、 所 管 す る 


青 者 に 通知 する 。 





E 車 車両 を 変更 し よう と する 場合 に は 、 駐 車 車両 変更 承認 申請 書 (様式 第 10 
局長 に 提出 し 、 そ の 承認 を 得 な けれ ば な ら な い 。 
E 両 変更 承認 書 (様式 第 11 


前 項 の 規定 に よる 申請 に 対し 承認 を 与え た と き は 、 駐 呈 


り 申請 者 に 通知 する 。 









































者 は 、 早 

















日 日 














E で 、 第 13、 第 16、 第 17、 第 





















































ほ場 」 と 読み 替え る も の と する 。 

















は 「 駐 


第 4 章 県 営 特定 公共 賃貸 住宅 の 一 時 使用 
F 岩 手 県 条例 第 76 号 ) に 規定 する 県 営 特 





定 公共 賃貸 


























































































































































































































第 25 県 営 特 定 公共 賃貸 住宅 等 条例 (平成 9 
住宅 及び 駐車 場 の 一 時 使用 に つい て は 、 第 2 章 及 び 第 3 章 の 規定 を 準用 する 。 
2 県 営 特定 公共 賃貸 住宅 の 一 時 使用 を 許可 し た 者 の うち 、 県 営 特 定 公共 賃貸 住宅 等 条例 に 定め る 
入居 者 資格 が ある 者 に つい て は 、 当 該 入居 に か か る 手続 を する こと が で きる 。 
第 5 章 その 他 
(電子 メー ル に よる 申請 等 ) 
第 26 第 10、 第 11、 第 16 及び 第 23 の 申請 又は 届出 は 、 電 子 メ ー ル に より する こと が で きる 。 
附 則 
日 か ら 施行 する 。 


この 要領 は 、 令 和 4 年 5 月 





別紙 


県 営 住宅 等 一 時 使用 許可 条件 














使 





第 1 


し 、 又 は 変更 する こと が ある 。 
(1) 
(2) 
(3) 許可 財産 を 、 
































] 許 可 を し た 行政 財産 (以下 


「 











県 が 許可 財産 の 保全 上 必要 な 措置 を 命じ し た と き は 、 
許可 財産 の 保全 の た め の 立 入 




















り 又は 実地 調査 を 


許可 財産 」 と いう 。) を 、 公 用 若しくは 公共 
め 必 要 が ある と き 、 又 は 各 号 に 掲げ る 条件 に 違反 する 行為 が ある と 認め る と き は 、 


これ に 従わ 
選ん で は な ら な 








許可 を し た 用 途 若 し く は 目的 以外 に 使 











は な ら な い 。 
(4) 使用 の 許可 を 受け た 
当該 記 
(5) 
(6) 
し 


























本 














ーー 
5 








者 等 は 、 


改築 し 、 若 


前 項 の 事由 が 34 
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ズー 








(7)  (④) か ら (⑥) ま で に 掲げ る 条件 に 違反 し た と き は 、 当 該 


ずる こと が ある 
(8) 
業者 の 行 
(9) 
より 許可 


O 








レコ 








産 その 他 県 の 所 有 ( 


及び その 同居 
] 財 産 を 滅失 し 、 き 損し 、 

















乱 損 し 、 
































よ な ら な い 。 





害 が 








い ー 
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と て 











に 対し 、 
が 損害 の 
な いこ と を 衣 

(10) 使用 者 等 は 、 
き な い 。 


害 の 全部 又は 


戸 








時 
いた 
品 






































償 を 免れ よう と する と 
E 明 し な けれ ば な ら な い 。 
許可 財産 に つい て 支出 し た 有益 費 、 必 要 費 その 他 の 費 


百 
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き は 、 そ の 損 




















11) 
許可 財産 で ある 土地 に 設置 
55 

(12) 




















全 圭 ヨ 


許可 申請 書 又 は 
第 2 第 1 の ほか 、 使 用 
し 、 又 は 変更 する こと が ある 。 










































































































































































許可 期間 内 に 、 当 該 許可 財産 を 公 
し た 建物 、 工 作物 の 移転 等 の 費用 は 、 


使用 許可 を 受け た 者 が 、 全 体 と し て 1 
る と き 又 は 許可 期間 満了 前 に 退去 し よう と する と き は 、 
民 去 届 を 提出 する こと 。 
等 が 次 に 揚げ る 各 号 に 該当 する 場合 は 、 行 政 財 産 の 











又は 公共 














を: 


思え 





の 原因 

















1 し 、 他 人 ( 























1 に 供する た 
F 可 を 取り 消 
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H 
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な けれ ば な ら な 
い 。 
こ 転 貸し 、 又 は 担保 に 供し て 


Yo 








(以下 「 使 用 者 等 」 と いう 。) は 故意 又は 過失 に より 








若しくは 荒廃 し 、 又 は 原 





























用 を 変 





用 し て は な ら な い 。 








E じ た 場合 は 、 上 直ちに その 状況 を 県 に 報告 し な けれ ば な ら な い 。 
等 は 当該 許可 財産 で ある 土地 に お いて 、 み だ り に 建物 又は 工作 物 を 
し く は 移築 し て 





設置 し 、 又 は 増築 











(4) か ら (7) まで に 掲げ る 条件 は 、 そ の 原因 又は 行為 が 使用 者 等 の 代理 人 、 
「 為 に よる 場合 に つい て も 、 適 用 する も の と する 。 
許可 期間 (許可 期間 経過 後 で 許可 財産 の 引渡 し 前 の 期間 を 含む 。) 内 に 
属す る 物件 に 損 
部 の 賠償 を 命ずる こと が ある 。 こ の 場合 に お いて 、 
が 明らか に 上 
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E じ た と き は 、 














ー 
= 





に 供する た め 調 


ヨル 


許可 財産 の 原状 





命 








復 又 は 損害 賠償 を 














使用 人 その 他 の 従 











等 の 責め に 
] を 受け た 者 
F 可 を 受け た 者 
こ 帰 する も の で 











き 午 本 





| 
の 





当該 使 
































己 の 責め 









































H を 請求 する こと が で 


] を 取り 消し た } 


ト 
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な い 範 閉 





「 を 受け た 者 の 負担 と 








で 使用 許可 の 延長 を 受け よう と す 
許可 期間 満了 30 日 








E で に 行政 財産 使 
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の 許可 を 取り 消 





更 月 







































































(1) 不正 の 行為 に よっ て 使用 許可 を 受け た と き 。 
(2) 使用 料 を 2 月 分 以上 滞納 し た と き 。 
(3) 正当 な 事由 に よら な いで 30 日 以上 許可 財産 を 使用 し な いと き 。 
(4) いわ て お 試し 居住 体験 事業 に よる 県 営 住宅 等 の 一 時 使用 に 関す る 要領 (以下 「 一 時 使用 要 
領 」 と いう 。) の 第 12 及び 第 15 か ら 第 18 まで の 規定 に 違反 し た と き 。 
(5) 使用 者 等 が 暴力 団員 で ある と き 。 
第 3 使用 者 は 、 使 用 期間 が 満了 し た と き 又 は 使用 許可 を 取り 消さ れ た と き は 、 許 可 財 産 を 直ちに 
返還 する こと 。 
第 4 使用 者 は 、 使 用 許可 を 取り 消さ れ た 場合 は 、 許 可 財産 の 原状 回 復 又は 損害 賠償 の 義務 を 負う 
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義務 


き は 、 そ の 賠償 の 





使用 者 は 、 前 項 に よる ほか 、 一 時 使用 要領 に 定め る 
の 





義務 

















を 履行 し な いた め 県 に 損害 を 与え た と 





